
郵便局数の推移（会社統合後の営業中の店舗）
２０２５年１１月末

2012年10月1日
からの増減

2012年10月1日
からの増減

2012年10月1日
からの増減

2012年10月1日 20,176 4,057 24,233

2013年3月末 20,164 －12 4,066 ＋9 24,230 －3

2014年3月末 20,143 －33 4,081 ＋24 24,224 －9

2015年3月末 20,117 －59 4,065 ＋8 24,182 －51

2016年3月末 20,097 －79 4,029 －28 24,126 －107

2017年3月末 20,091 －85 3,978 －79 24,069 －164

2018年3月末 20,086 －90 3,947 －110 24,033 －200

2019年3月末 20,074 －102 3,879 －178 23,953 －280

2020年3月末 20,074 －102 3,815 －242 23,889 －344

2021年3月末 20,070 －106 3,742 －315 23,812 －421

2022年3月末 20,050 －126 3,676 －381 23,726 －507

2023年3月末 20,056 －120 3,589 －468 23,645 －588

2024年3月末 20,021 －155 3,491 －566 23,512 －721

2025年3月末 20,017 －159 3,449 －608 23,466 －767

2025年9月末 19,988 －188 3,426 －631 23,414 －819

2025年10月末 19,978 －198 3,397 －660 23,375 －858

2025年11月末 19,961 －215 3,390 －667 23,351 －882

前月末比 前月末比 前月末比

2025年11月末 27 ±0 10 ±0 37 ±0

直営郵便局 簡易郵便局 合　計

直営郵便局 簡易郵便局 合　計

2025年11月末時点で会社統合時(2012年10月)から営業中の店舗の推移は以下のとおりです。

・北海道支社 － 44局
・東北支社 － 94局
・関東支社 － 44局
・東京支社 － 3局
・南関東支社 － 4局
・信越支社 － 54局
・北陸支社 － 40局
・東海支社 － 91局
・近畿支社 － 49局
・中国支社 － 92局
・四国支社 － 46局
・九州支社 －107局
・沖縄支社 ＋ 1局

支社別の簡易郵便局数の増減

▲667局

2012年度中に2局、
2013年度中に4局、
2014年度中に1局、
2015年度中に5局、
2016年度中に2局、

お客さまにより便利にお使い
いただくための統合等

▲14局

また、東日本大震災により一時閉鎖している郵便局数は以下のとおりです。

※ 2012年10月1日の郵便局数は会社統合により、統合前と比較して営業中の直営郵便局は25局増加しております。

2012年度中に3局、
2013年度中に2局、
2015年度中に1局、
2016年度中に2局、
2017年度中に5局、
2018年度中に1局、
2019年度中に1局、
2020年度中に2局、
2021年度中に3局、
2022年度中に2局、
2023年度中に1局

東日本大震災の影響により営業を休
止していた郵便局の再開

＋23局

減少した直営局 合計357局

・住吉大社前郵便局
・麹町本通郵便局
・品川平塚橋郵便局
・狛江中和泉郵便局
・矢野郵便局
・東日暮里六郵便局
・徳山有楽町郵便局
・野田沢郵便局
・海部郵便局
・京都大宮鞍馬口郵便局ほか53局
（耐震補強工事による一時閉鎖）
・福山郵便局ほか1局
（大雨の影響による一時閉鎖）

ほか2013年度中に 4局、
2014年度中に 5局、
2015年度中に 1局、
2016年度中に 1局、
2017年度中に 6局、
2018年度中に 3局、
2020年度中に 5局、
2021年度中に 3局、
2022年度中に 7局、
2023年度中に20局、
2024年度中に15局

区画整理や入居ビルの取壊し
などにより閉鎖および廃止

2012年度中に 2局、

2013年度中に 8局、

2014年度中に 9局、

2015年度中に15局、

2016年度中に 7局、

2017年度中に 9局、

2018年度中に 2局、

2019年度中に 2局、

2021年度中に 1局

（うち3局は一時閉鎖中だったため、営業局数の減はなし。）

局種変更をして店舗を維持

▲52局

・此花郵便局ＥＸＰＯ２０２５ＷＥＳＴ分室

・此花郵便局ＥＸＰＯ２０２５ＥＡＳＴ分室

・イオンモール三光内郵便局

ほか2012年度中に 1局、
2013年度中に10局、
2014年度中に10局、
2015年度中に 9局、
2016年度中に 8局、
2017年度中に 9局、
2018年度中に 6局、
2019年度中に12局、
2020年度中に10局、
2021年度中に10局、
2022年度中に12局、
2023年度中に11局、
2024年度中に 8局

郵便局の新設等

・麹町郵便局

・下関福浦郵便局
・此花郵便局ＥＸＰＯ２０２５ＷＥＳＴ分室

・此花郵便局ＥＸＰＯ２０２５ＥＡＳＴ分室

・辻森郵便局

ほか2012年度中に10局、
2013年度中に14局、
2014年度中に21局、
2015年度中に11局、
2016年度中に 6局、
2017年度中に 4局、
2018年度中に 5局、
2019年度中に13局、
2020年度中に12局、
2021年度中に12局、
2022年度中に15局

（うち2局は一時閉鎖中だったため、営業局数の減はなし。

2023年度中に10局、
2024年度中に18局

需要の減少等に伴う店舗配置
の見直しによる廃止

▲154局

2013年度中に2局

事務移管に伴う廃止

▲2局

▲135局

＋119局

増加した直営局 合計142局


